
主 な 補 正 項 目

(単位:千円)１ 社会基盤・生活基盤整備
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

公共事業 4,485,520 ①補助公共 ▲3,647,121 農林水産部

一部経済対策 交付金事業への振替による減等 土 木 部【 】

②県単公共 8,166,124

交付金事業(道路等） 8,565,410

災害関連(治山) 462,800

その他 ▲862,086

③直轄負担金 46,250

港湾

④維持修繕 ▲228,960

⑤受託 149,227

［ ］再掲：上記のうち経済対策分 560,419



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 地域活力基盤創造交付 1,150,185 ○「地方道路整備臨時交付金」の後継とし 土 木 部

金事業（非公共） て創設された 地域活力基盤創造交付金 警察本部「 」

を活用し、道路整備事業と一体となりそ 地域振興部

の効果を一層高めるための関連事業を実

施

事業名 予算額 備 考 部局

道路環境づくり事業 20,000 道の駅の利活用や連携に向けた計

画策定

走りやすい道路情報地図作成事 3,000 道路幅やカーブの大きさ等を表示 土木

業 したマップの作成

金城ＳＩＣ２４時間化事業 1,000 時間限定で営業されているＳＩＣ

の24時間化の調査

排水ポンプ車購入事業 75,000 排水ポンプ車１台

空港関係車両購入事業 490,000 消防車両２台（隠岐空港、石見空

港）

土砂災害危険箇所調査事業 53,000 避難路等の保全のための危険箇所

調査・計画策定

交通安全施設整備事業 446,537 信号灯器ＬＥＤ化 サインカー 移、 （

動式大型表示板）１台等

交通安全教育事業 39,698 交通安全教育車１台、可搬式運転 警察

適正検査器10台

身近な犯罪等対策事業 19,950 防犯ボランティア活動用品の購入

・配付

交通安全地域高齢者ﾘｰﾀﾞｰ活用事 2,000 高齢者リーダーを活用した交通安 地域

業 全教育活動等の実施

1,150,185計



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

携帯電話不感地域対策 305,555 ○携帯電話の利用可能な地域を拡大するた 地域振興部

[情報政策課]事業 め、移動通信用鉄塔施設を整備する市町

【一部経済対策】 村を追加支援及び当初予定事業費の確定

に伴う増額補正

［追加実施地区］２市１１地区

（当初予定箇所：４市２町２０地区）

［事業主体］市町村

［負担割合］国 ２／３、市町村 １／３

（市町村負担のうち、1/3は

事業者負担)



(単位:千円)２ 農林水産業対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 農業競争力強化対策事 100,000 ○農産物直販施設、共同荒茶加工施設の整 農林水産部

[農畜産振興課]業 備を支援

経済対策 ・交付先 市町村【 】

・交付率 国１／２

・整備箇所 ２箇所

農産物直販施設（出雲市）

共同荒茶加工施設（松江市）

森林整備加速化・林業 2,100,000 ○間伐・路網整備、高性能林業機械の導入 農林水産部

[林 業 課]再生事業 等、森林整備から樹木の伐採・搬出・利

経済対策 用までの一体的取組を支援【 】

補正前 補正後

・基金積立額：2,800,000 → 4,200,000

・事業期間 ：Ｈ２１～２３

補正前 補正後

・H21取崩額 ： 400,000 → 1,100,000

・事業内容 補助率

間伐、路網整備 定額

高性能林業機械の導入 1/2

木材加工流通施設整備 1/2、定額

木造公共施設整備 定額

など



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

水産業融資対策事業 286,607 ○国の漁業緊急保証対策により、信用保証 農林水産部

[水 産 課]限度額の拡充や保証料の低減が実施され

たことにより、県制度融資についても借

入要望が増加しているため、融資枠を拡

大

漁村環境整備事業 160,000 ○漁港機能の向上を図るため、防波堤、岸 農林水産部

[漁港漁場整【 】経済対策 壁、漁港用地舗装等の小規模な改良を実

備課]施

・実施箇所 １１漁港

［漁業者財務基盤強化資金］

・融資対象者 一定の要件を満たす漁業者

・資金使途 運転資金（経営改善に資する借換資金含む）

・償還期間 ８年以内（うち据置期間２年以内）

・融資利率 １．２％

・貸付限度額 ８千万円と月商３カ月分といずれか低い方

・融資枠 ５億円→１３億円

・預託額 ３．６億円→６．４億円



(単位:千円)３ 雇用対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

緊急雇用創出事業 100,000 ○一時的な雇用・就業機会を創出するた 商工労働部

[雇用政策課]【 】経済対策 め、市町村事業を拡充して実施

［雇用創出目標］

Ｈ２１ 約１００名

［主な予定事業］

がん検診受診促進事業

幼児園特別支援教育支援員配置事業

道路維持・除雪事業

新 新卒・若年者研修支援 5,000 ○県内企業における来春の高等学校卒業予 商工労働部

[雇用政策課]事業 定者への求人数が落ち込む中、企業の人

経済対策 材育成を支援し、採用意欲を高めるとと【 】

もに、人材の定着化、技能承継を推進

［支援内容］

・国の実践型人材養成システム周知セミ

ナーの開催及び訓練実施計画の作成支

援

・内定者研修の開催：300名程度

社会人としての心構えや地域社会への

理解を深める研修

・新人・若年者研修の開催：150名程度

自身の成長目標の設定、企業等の課題

の解決手法に関する演習等、社会人と

してのレベルアップ研修



(単位:千円)４ 医療・福祉の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新型インフルエンザ対 1,034,613 ○新型インフルエンザの大流行に備えた対 健康福祉部

[薬事衛生課]策 策の実施

①新型インフルエンザワクチンの接種

・予防接種法に基づき県民へのワクチン

接種を実施

②空床確保に係る医療機関への支援

・県の要請により、重症患者等の受け入

れのために空床を確保した医療機関に

対し支援

新 医療施設耐震化臨時特 1,905,000 ○災害拠点病院、２次救急医療機関の耐震 健康福祉部

[医療対策課]例交付金事業 化を推進

【経済対策】 ・基金積立額：1,905,000千円

・事 業 期 間：Ｈ２１～２２

・Ｈ２２以降に実施予定

※Ｈ２２までに着手済みの事業につい

ては実施期間を延長できる

松江赤十字病院建替整 205,302 ○松江赤十字病院による新病院建設 健康福祉部

[医療対策課]備事業（暮らし・にぎ （Ｈ１８～２４）への支援にあたり活用し

わい再生事業) ている、暮らし・にぎわい再生事業（国

【一部経済対策】 土交通省補助事業）について国経済対策

による補助率の嵩上げ

現 行：国2/5、県2/5、事業者1/5

変更後：国3/5、県2/5



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 障害者の自立に向けた 9,224 ○医療的ケアの必要度が高い超重症心身障 健康福祉部

[障害者福祉課]特別支援事業 害児（者）等のショートステイの受け入

れに係る経費を補助

①超重症児等のショートステイの受け入れ

に必要な人工呼吸器、吸引器など設備整

備費の一部を補助

[補助対象]出雲、益田圏域の医療機関及

び福祉施設（各圏域１カ所）

[補助単価]4,500千円（事業費）

[補 助 率]１／２

②福祉施設が超重症児等のショートステイ

の受け入れに必要な看護師の新規配置、

増員に要する経費を補助

[補助単価]24,600円／日（上限額）

新 情緒障害児短期治療施 69,070 ○情緒障害児短期治療施設内に小中学校の 健康福祉部

[青少年家庭課]設整備事業 (施設内分 分教室を設置する経費を補助

教室の整備) [実施主体]情緒障害児短期治療施設

設置者

[補 助 率]県１０／１０

【情緒障害児短期治療施設】

、 、・軽度の情緒障害を有する児童を 短期間

入所させ、又は、保護者の下から通わせ

て、その情緒障害を治し、あわせて退所

した者について相談その他の援助を行う

ことを目的とする施設

・Ｈ２２年４月に開所予定（出雲市内）



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

障害者自立支援対策臨 270,155 ○障害者自立支援対策臨時特例基金につい 健康福祉部

[障害者福祉課]時特例交付金事業 て国配分予定等に基づく追加積立および

【一部経済対策】 事業の追加実施

補正前 補正後

・基 金積 立額：1,366,892→1,486,093

・事 業 期 間：Ｈ２１～２３

補正前 補正後

・Ｈ２１取崩額：625,789→ 776,743

[主な事業]

○新体系移行後の報酬が移行前における基

準月の報酬を下回る場合に差額を助成

○障害者の職場実習を受け入れる事業者に

対し、受け入れに必要な設備整備に係る

経費を補助

生活福祉資金貸付事業 484,373 ○生活福祉資金の見直しに伴う貸付の増加 健康福祉部

[地域福祉課]【経済対策】 見込みによる貸付原資の追加を補助

[見直しの内容]

・連帯保証人要件の緩和

連帯保証人を確保できない場合も貸付を

実施

・貸付利率の引き下げ

現 行：年３％

改 正：連帯保証人あり 無 利 子

連帯保証人なし １．５％

○貸付件数の増加に伴う貸し倒れリスクへ

の対応として欠損補てん積立金を補助

○実施主体：県社会福祉協議会



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

臨時特例つなぎ資金 20,007 ○貸付原資の追加等を補助 健康福祉部

[地域福祉課]貸付事業

【経済対策】 [実施主体]県社会福祉協議会

[貸付事業の内容]

・住居のない離職者に対し生活保護など

公的支援が受けられるまでの間の当面

の生活費を貸付

・貸 付 額：１０万円以内

・連帯保証人：不 要

・貸 付 利 子：無利子

社会福祉施設等耐震化 1,793,921 ○社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金に 健康福祉部

[地域福祉課]等整備事業 ついて補助対象施設の増や国補助単価の

[青少年家庭課]【経済対策】 決定による追加積立および事業費の追加

[障害者福祉課]

補正前 補正後

・基 金積 立額：1,409,463→3,172,946

・事 業 期 間：Ｈ２１～２３

補正前 補正後

・Ｈ２１取崩額：31,162→ 51,454

[補助対象数（全体）]

・耐震化 8→11(+3)

・スプリンクラー設置 28→28(±0)

[補助単価]

・耐震化

保護施設

5,093千円／人→8,142千円／人 など

・スプリンクラー設置（㎡あたり）

12,700円→18,000円(275～1,000㎡未)

34,000円(1,000㎡以上)

[補 助 率]国１／２、県１／４



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

安心こども基金事業 28,521 ○安心こども基金について国交付額の確定 総 務 部

[総 務 課]【経済対策】 に基づく追加積立および事業の追加実施

補正前 補正後 健康福祉部

[青少年家庭課]・基 金積 立額：817,000 → 817,788

[障害者福祉課]・事 業 期 間：Ｈ２１～２３

補正前 補正後

・Ｈ２１取崩額：672,559 → 691,016

[主な事業]

○みんなで子育て応援事業

・地域子育て支援NPOの立ち上げ

・子育て支援情報の提供

（こっころ協賛店情報システム改修）

○母子家庭の母に対する高等技能訓練促進

費の支給

・支給対象者数の増

○幼児教育の質の向上を図る私立幼稚園の

環境整備

・デジタルテレビ整備支援

[補助率]国１／２



(単位:千円)５ 教育・社会貢献活動の推進
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

高校生に対する奨学金 339,572 ○経済的理由により修学困難な高校生の教 総 務 部

[総 務 課]の拡充等 育機会の確保に向け、奨学金事業等に対

一部経済対策 する支援を実施するための基金を造成 教育委員会【 】

[高校教育課]［基金名］高等学校奨学金事業等支援臨時

特例基金

［基金積立額］293,000千円

［事業期間］Ｈ２１～Ｈ２３

○島根県高等学校等奨学事業の貸付対象者

の増加に対応するため、Ｈ２１年度の新

規貸与者枠を拡大

36,948千円

［新規貸与者枠］

・５５０名→６３５名(８５名の増枠)

（増枠内訳）

在学採用６５名、緊急採用２０名

○私立高等学校が実施する授業料減免の対

象者の増加に対応するため、私立高等学

校の支援予算額を増額

9,624千円

［支援予定生徒数］515人

（当初予定数：434人）

［補助金交付先］学校法人

新 水産練習船建造事業 11,000 ○水産練習船「わかしまね」の衝突沈没事 教育委員会

[高校教育課]故に伴い、今後の水産教育環境を整備す

るため、新たに大型練習船を建造

［スケジュール］

Ｈ２１：調査設計

Ｈ２２～２３：建造工事

［総事業費］

約２０億円

［利用開始時期］

Ｈ２４年４月



(単位:千円)６ 安全・安心確保対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 防災情報システム整備 134,464 ○緊急地震速報、津波警報、弾道ミサイル 総 務 部

[消防防災課]事業 情報等の緊急情報を、市町村防災行政無

経済対策 線等により住民に瞬時に伝達する「全国【 】

瞬時警報システム（J-ALERT 」を整備）

［事業費］134,464千円

［整備内容］受信装置、防災行政無線

等の自動起動装置

［整備箇所］県内全市町村、県

［負担割合］国 １０／１０

警察施設整備費 35,430 ○ＤＮＡ型鑑定処理の迅速化や精度向上の 警察本部

経済対策 ため、警察本部庁舎内にクリーンルーム【 】

を増設

・鑑定機器はH21国補正予算により増強

配備措置

水道事業出資金 1,300 ○本年度の公営企業繰出基準の改正に伴う 企 業 局

上水道事業の基幹水道構造物の耐震化事

業に対する繰出

［繰出基準及び財政措置］

耐震化事業の1/4が一般会計出資債の

対象(充当率100%、交付税措置率50%)



(単位:千円)７ 環境対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

地域グリーンニューデ 332,133 ○地球温暖化対策、不法投棄対策、微量Ｐ 地域振興部

[土地資源対ィール基金事業 ＣＢ対策、漂着ごみ回収・処理等を推進

策課]【経済対策】 補正前 補正後

・基金積立額 ：1,000,000→1,093,000 環境生活部

[環境政策課]・事 業 期 間：Ｈ２１～２３

[廃棄物対策課]補正前 補正後

・Ｈ２１取崩額： 138,081→ 377,214

[H21追加実施事業]

①県実施事業

・地球温暖化対策 51,000千円

住宅用太陽光発電等導入への補助

・微量ＰＣＢ対策 8,000千円

微量ＰＣＢを含む変圧器等の数量把握調

査および微量ＰＣＢの処理等に関する広

報

・海岸漂着ごみ対策 6,919千円

被害の実態調査、地域計画の策定および

地域協議会の立ち上げ

②市町村実施事業（市町村への補助）

・地球温暖化対策 172,500千円

[実施市町村]１１市町

[事業内容]庁舎改修等

・不法投棄対策 714千円

[実施市町村] 飯南町、美郷町

[事業内容]

監視員による不法投棄・散乱ごみの巡

回監視および回収


